	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	第６　介護給付費又は訓練等給付費の算定及び取扱い

【包括型】
　　　基本事項
１　共同生活援助サービス費
  　　対象者
　世話人の配置が４：１
　以上
世話人の配置が５：１
以上
　世話人の配置が６：１
　以上

	（１）指定共同生活援助に要する費用の額は，平成18年厚生労働省告示第523号の別表「介護給付費等単位数表」の第15により算定する単位数に，平成18年厚生労働省告示第539号「厚生労働大臣が定める一単位の単価」に定める一単位の単価を乗じて得た額を算定しているか。
   （ただし，その額が現に当該指定共同生活援助に要した費用の額を超
えるときは，当該現に指定共同生活援助事業に要した費用の額となっ
ているか。）
（２）（１）の規定により，指定共同生活援助に要する費用の額を算定した場合において，その額に１円未満の端数があるときは，その端数金額は切り捨てて算定しているか。
注１  共同生活援助サービス費については，障害者に対して指定共同生活援助を行った場合に，所定単位数を算定しているか。
このうち身体障害者にあっては、65歳未満の者又は65歳に達する日の前日までに障害福祉サービス若しくはこれに準ずるものを利用したことがある者に限り、地域移行支援型ホームにおける指定共同生活援助の利用者にあっては、当該地域移行支援型ホームにおいて指定共同生活援助の事業を行う者が当該事業を開始した日において、精神科病院に1年以上入院している精神障害者に限る。
注２　共同生活援助サービス費(Ⅰ)については，指定障害福祉サービス基準第208条第1項第1号の規定により置くべき世話人(以下指定共同生活援助において「世話人」という。)が，常勤換算方法で，利用者の数を４で除して得た数以上配置されているものとして市長に届け出た指定共同生活援助事業所において，指定共同生活援助を行った場合に，障害支援区分に応じ，１日につき所定単位数を算定しているか。

注３　共同生活援助サービス費(Ⅱ)については，世話人が，常勤換算方法で，利用者の数を５で除して得た数以上配置されているものとして市長に届け出た指定共同生活援助事業所(前項に規定する指定共同生活援助事業所を除く。)において，指定共同生活援助を行った場合に，障害支援区分に応じ， 1日につき所定単位数を算定しているか。

注４　共同生活援助サービス費(Ⅲ)については，前項及び前々項に規定する指定共同生活援助事業所以外の指定共同生活援助事業所（世話人が，常勤換算方法で，利用者の数を６で除して得た数以上配置されている事業所）において，指定共同生活援助を行った場合に，障害支援区分に応じ，１日につき所定単位数を算定しているか。
	いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない
いる・いない



	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令

	別表「介護給付費等単位数表」第１５
１ 
　共同生活援助サービス費(１日につき)
イ　共同生活援助サービス費(Ⅰ)
(1)　区分６      　667単位
   (2)　区分５      　552単位
   (3)　区分４     　 471単位
   (4)　区分３     　 381単位
   (5)　区分２      　292単位

(6)  区分１以下　　243単位
ロ　共同生活援助サービス費(Ⅱ)

(1)  区分６        616単位 

(2)  区分５        500単位

(3)  区分４        421単位 
(4)  区分３        331単位
(5)  区分２        243単位
(6)  区分１以下    198単位
ハ　共同生活援助サービス費(Ⅲ)

(1)  区分６        583単位 

(2)  区分５        467単位
(3)  区分４        387単位
(4)  区分３        298単位
(5)  区分２        209単位
(6)  区分１以下    170単位
ニ　共同生活援助サービス費(Ⅳ)

(1)  区分６　　    697単位 

(2)  区分５        582単位
(3)  区分４        501単位
(4)  区分３        411単位
(5)  区分２        322単位
(6)  区分１以下    272単位

※基本報酬に係る経過措置（令3厚労告87・附則第14条）
　令和3年9月30日までの間は、この告示による改正後の新介護給付費等単位数表第15
　の1のイからニまでについて、それぞれの所定単位数の1000分の1001に相当する単位
数を算定する。

	平18厚告523
平18厚告539
平18厚告523
別表第15の1の注1
平18厚告523 
別表第15の1の注2
平18厚告523 
別表第15の1の注3
平18厚告523 
別表第15の1の注4



	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	個人単位で居宅介護等
を利用する場合
（特例）
体験利用の場合


	注５　令和６年３月３１日までの間、指定障害福祉サービス基準附則第18条の2第1項又は第2項の規定の適用を受ける利用者に対し、指定共同生活援助を行った場合にあっては、イからハまでにかかわらず、次の⑴から⑶までの場合に応じ、それぞれ１日につき所定単位数を算定しているか。
(1)　注２（イ）に規定する指定共同生活援助事業所の場合
(一)　区分6 　444単位
(二)　区分5　 398単位
(三)　区分4　 364単位
(2)　注３（ロ）に規定する指定共同生活援助事業所の場合
(一)　区分6 　393単位
(二)　区分5 　346単位
(三)　区分4　 314単位
(3)　注４（ハ）に規定する指定共同生活援助事業所の場合
(一)　区分6 　359単位
(二)　区分5 　313単位
(三)　区分4　 281単位
注６　共同生活援助サービス費(Ⅳ)については，一時的に体験的な指定共同生活援助の利用が必要と認められる者に対し，指定共同生活援助(１回当たり連続30日以内のものに限る。)を提供した場合に，障害支援区分に応じ，年50日以内に限り， １日につき所定単位数を算定しているか。


	いる・いない
非該当
いる・いない



	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令

	○共同生活援助サービス費について

➢ 共同生活援助サービス費については、指定共同生活援助事業所において、指定共同
生活援助を提供した場合、指定障害福祉サービス基準第208条第１項第１号に掲げ
る世話人の員数及び利用者の障害支援区分に応じ、算定する。

➢ ただし、次の(ア)又は(イ)に該当するものに対し、指定共同生活援助を行った場合
にあっては、居宅介護等を利用した日について、注５の(1)から(3)までに定める単
位数を算定する（令和６年３月31日までの経過措置）。
　　　(ア) 重度訪問介護、同行援護又は行動援護に係る介護給付費の支給決定を受ける
ことができる者であって、区分４、区分５又は区分６に該当する者が、共同
生活住居内において、当該指定共同生活援助事業所の従業者以外の者による

居宅介護又は重度訪問介護の利用を希望する者（以下「指定障害福祉サービ
ス基準附則第18条の2第1項の適用を受ける利用者」という。）

(イ) 区分４、区分５又は区分６に該当する者であり、次の(ⅰ)及び(ⅱ)のいずれに
も該当する者が、共同生活住居内において、当該指定共同生活援助事業所の従
業者以外の者による居宅介護（居宅における身体介護が中心である場合に限
る。）の利用を希望する者（以下「指定障害福祉サービス基準附則第18条の2
第2項の適用を受ける利用者」という。）

(ⅰ) 当該利用者の個別支援計画に居宅介護の利用が位置付けられていること

(ⅱ) 居宅介護の利用について、市町村が必要と認めること
➢ この場合、指定共同生活援助事業所は、指定居宅介護事業所等から居宅介護等の提供
実績を確認することとする。

➢ なお、居宅介護等を利用していない日については、報酬告示第15の１のイからニま
でに定める単位数を算定する。
○ 共同生活援助サービス費(Ⅳ)

(ⅰ) 指定障害者支援施設等の入所施設に入所若しくは精神科病院等に入院している者又
は家族等と同居している者等であって、共同生活住居への入居を希望している者が、
体験的な入居を行うに当たって、継続的な利用に移行するための課題、目標、体験期
間及び留意事項等を共同生活援助計画に位置付けて、体験的な入居を行う場合に算定
できるものであること。

(ⅱ) 施設入所者の体験的な入居については、施設入所支援等の外泊に位置付けられるもの
とし、入院・外泊時加算等の算定が可能なものであるが、共同生活住居の入居日及び
退居日については、施設入所支援サービス費等を合わせて算定することが可能である
こと。ただし、共同生活住居が同一敷地内にある場合は、共同生活住居の入居日は共
同生活援助サービス費を算定し、共同生活住居の退居日は施設入所支援サービス費等

を算定する。（病院に入院している者についても同様の取扱いとする。）
(ⅲ) 共同生活援助サービス費(Ⅳ)を算定している場合、自立生活支援加算は算定しない。
また、病院又は入所施設に入院又は入所している者が体験的な入居中に入院した場
合、入院中の支援は元の病院又は入所施設が行うものであるから、入院時支援特別加
算及び長期入院時支援特別加算は算定しない。
また、入院又は入所している者については、帰宅時支援加算及び長期帰宅時支援加算
は算定しない。
	平18厚告523
別表第15の1の注5
平18厚告523 
別表第15の1の注6




	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	減算が行われる場合
人員欠如
（世話人・生活支援員）
（サービス管理責任者）
個別支援計画未作成
減算
大規模住居等減算
身体拘束廃止未実施
減算
その他

	注７　共同生活援助サービス費の算定に当たっては次の①から⑤までのいずれかに該当する場合に，それぞれに掲げる割合を所定単位数に乗じて得た数を算定しているか。

　　　ただし、③及び⑤に該当する場合にあっては、③に掲げる割合を所定単位数に乗じて得た額を、④及び⑤に該当する場合にあっては、④に掲げる割合を所定単位数に乗じて得た数を算定しているか。
　　①　従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合
➢ 従業者の員数が平成18年厚生労働省告示第550号「厚生労働
大臣が定める利用者等の数の基準及び従業者の員数の基準並
びに所定単位数に乗じる割合」の第十号の表の上欄に掲げる
基準に該当する場合　　            　　100分の70
        ➢ 減算が適用された月から３月以上連続して基準に満たない場
合（サービス管理責任者は５月以上）    100分の50
    ②　指定共同生活援助の提供に当たって，共同生活援助計画が作成されていない場合、次に掲げる場合に応じ，それぞれ次に掲げる割合

㈠　作成されていない期間が３月未満の場合　   100分の70

㈡　作成されていない期間が３月以上の場合     100分の50
  　③　共同生活住居の入居定員が８人以上である場合

100分の95
  ④　共同生活住居の入居定員が２１人以上である場合

100分の93

⑤　一体的な運営が行われている共同生活住居の入居定員(サテライ
ト型住居に係る入居定員を含む。)の合計数が21人以上である場合　　　　　　 　100分の95
注８　指定障害福祉サービス基準第213条において準用する指定障害福祉サービス基準第35条の2第2項又は第3項に規定する基準を満たしていない場合は，１日につき５単位を所定単位数から減算しているか。
　　ただし、令和５年３月３１日までの間は、指定障害福祉サービス基準第213条において準用する指定障害福祉サービス基準第35条の2第3項に規定する基準を満たしていない場合であっても、減算しない。

注９　利用者が共同生活援助以外の障害福祉サービスを受けている間(居宅介護を受けている間(注5の適用を受けている間に限る。)及び重度訪問介護を受けている間(注5の適用を受けている間に限る。)を除く。)は，共同生活援助サービス費は，算定していないか。
	いる・いない
非該当
いる・いない
非該当
いる・いない
非該当
いる・いない
非該当
いる・いない
非該当
いる・いない
非該当
いる・いない
非該当


	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令

	○厚生労働大臣が定める基準及び割合

従業者の員数が平成18年厚生労働省告示第550号
「厚生労働大臣が定める利用者の数の基準及び従業者の員数の基準並びに所定単位数に乗じる割合」の十の表の上欄に掲げる員数の基準に該当する場合に該当する場合に、同表の下欄に掲げる割合を所定単位数に乗じること。
○大規模住居等減算
⑤の場合の「一体的な運営が行われている共同生活住居」とは、同一敷地内又は近接的な位置関係にある共同生活住居であって、かつ、世話人又は生活支援員の勤務体制がそれぞれの共同生活住居の間で明確に区分されていない共同生活住居をいうものとする。
○共同生活援助サービス費について
指定障害福祉サービス基準附則第18条の2第1項又は第2項の適用を受ける利用者が、共同生活住居内において居宅介護又は重度訪問介護（指定障害福祉サービス基準附則第18条の2第1項の適用を受ける利用者に限る。）を利用した場合には、併せて居宅介護サービス費又は重度訪問介護サービス費（指定障害福祉サービス基準附則第18条の2第1項の適用を受ける利用者に限る。）を算定することができる。
	平18厚告523
別表第15の1の注7 
平18厚告550・第十号
平18厚告523
別表第15の1の注8

平18厚告523
別表第15の1の注9




	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	１の２　日中サービス支援型共同生活援助サービス費
　　  対象者
　世話人の配置が３：１
　以上
世話人の配置が４：１
以上
　世話人の配置が５：１
以上
　　体験利用の場合


	注１　日中サービス支援型共同生活援助サービス費については，障害者（このうち身体障害者にあっては，65歳未満の者又は65歳に達する日の前日までに障害福祉サービス若しくは，これに準ずるものを利用したことがある者に限る。）に対し，日中サービス支援型指定共同生活を行った場合に，所定単位数を算定しているか。
注２　イの日中サービス支援型共同生活援助サービス費(Ⅰ)については，指定障害福祉サービス基準第213条第4項第1号に規定する世話人が常勤換算方法で，利用者の数を３で除して得た数以上配置されているものとして市長に届け出た日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において，サービスを行った場合に，障害支援区分に応じ，１日につき所定単位数を算定しているか。
注３　ロの日中サービス支援型共同生活援助サービス費（Ⅱ）については，世話人が，常勤換算方法で，利用者の数を４で除して得た数以上配置されているものとして市長に届け出た日中サービス支援型指定共同生活援助事業所（注２に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助事業所を除く。）において，サービスを行った場合に，障害支援区分に応じ，１日につき所定単位数を算定しているか。
注４　ハの日中サービス支援型共同生活援助サービス費（Ⅲ）については，世話人が，常勤換算方法で，利用者の数を５で除して得た数以上配置されている日中サービス支援型指定共同生活援助事業所（注２及び注３に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助事業所以外）において，サービスを行った場合に，障害支援区分に応じ，１日につき所定単位数を算定しているか。

注８　ニの日中サービス支援型共同生活援助サービス費（Ⅳ） については，一時的に体験的な日中サービス支援型指定共同生活援助の利用が必要と認められる者に対し，日中サービス支援型指定共同生活援助（１回当たり連続３０日以内のものに限る。）を提供した場合に，障害支援区分に応じ，年５０日以内に限り，１日につき所定単位数を算定しているか。


	いる・いない
非該当
いる・いない
非該当
いる・いない
非該当
いる・いない
非該当
いる・いない
非該当



	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令

	別表「介護給付費等単位数表」第１５
１の２
　日中サービス支援型共同生活援助サービス費(１日につき)
イ　日中サービス支援型共同生活援助サービス費（Ｉ）

 (1) 区分6   1,105単位

 (2) 区分5　   989単位

 (3) 区分4　   907単位

 (4) 区分3　   650単位

ロ　日中サービス支援型共同生活援助サービス費（Ⅱ）

 (1) 区分6   1,021単位

 (2) 区分5     904単位

 (3) 区分4　　 822単位

 (4) 区分3　　 574単位

ハ　日中サービス支援型共同生活援助サービス費（Ⅲ）
 (1) 区分6　　 969単位

 (2) 区分5　　 852単位

 (3) 区分4　　 770単位

 (4) 区分3　　 528単位

ニ　日中サービス支援型共同生活援助サービス費（Ⅳ）

 (1) 区分6　 1,135単位

 (2) 区分5　 1,019単位

 (3) 区分4　　 937単位

 (4) 区分3　　 677単位
　　　　　　   　
※基本報酬に係る経過措置（令3厚労告87・附則第14条）
　令和3年9月30日までの間は、この告示による改正後の新介護給付費等単位数表第15
　の1の2のイからニまでについて、それぞれの所定単位数の1000分の1001に相当する
単位数を算定する。
○日中サービス支援型共同生活援助サービス費について

日中サービス支援型指定共同生活援助は、日中活動サービス等を利用することが困難な利用者に対して、常時の支援体制を確保した上で、共同生活住居において日常生活等の支援を行うものであることから、常時の介護を要する状態にある者等を対象者として想定するものである。
	平18厚告523
別表第15の1の2の注1

平18厚告523

別表第15の1の2の注2

平18厚告523

別表第15の1の2の注3

平18厚告523

別表第15の1の2の注4

平18厚告523

別表第15の1の2の注8



	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	日中を当該共同生活住居以外で過ごす場合

	注５　日中を共同生活住居以外の場所で過ごす利用者に対し，日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合は，所定単位数に代えて，次の（1）から(3)までの場合に応じ，それぞれ１日につき次に掲げる単位数を算定しているか。

ただし，注７に規定する単位数を算定している場合は，算定しない。
(1) 注２に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合
㈠　区分６　   910単位
㈡　区分５　   793単位
㈢　区分４　   712単位
㈣　区分３ 　  563単位
㈤　区分２ 　  414単位

㈥　区分１以下 360単位
(2) 注３に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合
㈠　区分６   　826単位
㈡　区分５　   709単位
㈢　区分４　   627単位
㈣　区分３　   486単位
㈤　区分２ 　  337単位
㈥　区分１以下 292単位
(3) 注４に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合
㈠　区分６　　 774単位
㈡　区分５　　 657単位
㈢　区分４　　 575単位
㈣　区分３ 　　440単位
㈤　区分２ 　　292単位
㈥　区分１以下 252単位


	いる・いない
非該当




	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令

	○ 日中サービス支援型共同生活援助サービス費について

ア 日中サービス支援型共同生活援助サービス費については、日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、日中サービス支援型指定共同生活援助を提供した場合、指定障害福祉サービス基準第213条の4第1項第1号に掲げる世話人の員数及び利用者の障害支援区分に応じ算定する。

➢ ただし、障害支援区分３以上の利用者が、日中サービス支援型指定共同生活援助と併せ
て支給決定されている日中活動サービス等を利用した日若しくは日中に介護保険サー
ビス、精神科デイ・ケア等を利用し共同生活住居以外で過ごした日に、日中サービス支
援型指定共同生活援助を提供した場合又は障害支援区分２以下の利用者に対し、日中サ
ービス支援型指定共同生活援助を提供した場合については、報酬告示第15の１の2の

注５に掲げる単位数を算定する。


	平18厚告523
別表第15の1の2の注5




	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	個人単位で居宅介護等を利用する場合
（特例）
日中を当該共同生活住居で過ごす者
日中を当該共同生活住居以外で過ごす者
	注６　令和６年３月３１日までの間,指定障害福祉サービス基準附則第18条の2第1項又は第2項の規定の適用を受ける利用者に対し，日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合は，所定単位数に代えて，次の(1)から(3)までの場合に応じ，それぞれ１日につき次に掲げる単位数を算定しているか。
(1)  注２に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合
㈠　区分６　 698単位
㈡　区分５　 651単位
㈢　区分４ 　617単位
 (2)　注３に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合
㈠　区分６ 　612単位
㈡　区分５　 566単位
㈢　区分４ 　533単位
 (3)　注４に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合
㈠　区分６ 　561単位
㈡　区分５ 　515単位
㈢　区分４ 　482単位
注７　令和６年３月３１日までの間,指定障害福祉サービス基準附則第18条の2第1項又は第2項の規定の適用を受ける利用者であって，日中を共同生活住居以外の場所で過ごす者に対し，日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合は，所定単位数に代えて，次の(1)から(3)までの場合に応じ，それぞれ１日につき，次に掲げる単位数を算定しているか。
 (1)  注２に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合

㈠　区分６ 　605単位
㈡　区分５　 558単位
㈢　区分４　 525単位
(2)　注３に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合

㈠　区分６　 520単位
㈡　区分５ 　474単位  
㈢　区分４ 　440単位
(3)　注４に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合

㈠　区分６ 　469単位
㈡　区分５ 　422単位
㈢　区分４　 389単位
	いる・いない
非該当

いる・いない
非該当



	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令

	○ 日中サービス支援型共同生活援助サービス費について
  ➢ 指定障害福祉サービス基準附則第18条の2（指定共同生活援助事業所又は日中サービス
支援型指定共同生活援助事業所において個人単位で居宅介護等を利用する場合の特例）第1項又は第2項の適用を受ける利用者に対し、日中サービス支援型指定共同生活援助を提供した場合にあっては、居宅介護等を利用した日について、当該利用者の日中の活動状況等に応じ、報酬告示第15の1の2の注６又は注７に掲げる単位数を算定する。

	平18厚告523
別表第15の1の2の注6

平18厚告523
別表第15の1の2の注7




	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	体験利用で日中を当該共同生活住居以外で過ごす場合
減算が行われる場合
人員欠如
（世話人・生活支援員）
（サービス管理責任者）
個別支援計画未作成
減算
大規模住居等減算

	注９　 日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において，一時的に体験的な日中サービス支援型指定共同生活援助の利用が必要と認められる者であって，日中を当該共同生活住居以外の場所で過ごすものに対し，日中サービス支援型指定共同生活援助（１回当たり連続３０日以内のものに限る。）を提供した場合に，障害支援区分に応じ，年５０日以内に限り，１日につき所定単位数を算定しているか。
⑴　区分６　    940単位
⑵　区分５ 　   824単位
⑶　区分４ 　   742単位
⑷　区分３　    590単位
⑸　区分２ 　   441単位
⑹　区分１以下　387単位
注１０　 日中サービス支援型共同生活援助サービス費（注６から注７まで及び注９に規定する場合を含む。）の算定に当たって，次の①から④までのいずれかに該当する場合に，それぞれ次に掲げる割合を所定単位数に乗じて得た数を算定しているか。
①　従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合
➢ 従業者の員数が平成18年厚生労働省告示第550号「厚生労働
大臣が定める利用者等の数の基準及び従業者の員数の基準並
びに所定単位数に乗じる割合」の第十号の二の表の上欄に掲げる
基準に該当する場合　　            　　100分の70
        ➢ 減算が適用された月から３月以上連続して基準に満たない場
合（サービス管理責任者は５月以上）    100分の50
② 日中サービス支援型指定共同生活援助の提供に当たって，日中サービス
支援型共同生活援助計画が作成されていない場合
㈠　作成されていない期間が３月未満の場合　　100分の70

㈡　作成されていない期間が３月以上の場合　　100分の50

③ 共同生活住居の入居定員が21人以上である場合 

100分の93

④一体的な運営が行われている共同生活住居（③に該当する共同生活住居を除く。）の入居定員の合計数が21人以上である場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                     

100分の95


	いる・いない
非該当
いる・いない
非該当
いる・いない
非該当
いる・いない
非該当
いる・いない
非該当


	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令

	○日中サービス支援型共同生活援助サービス費(Ⅳ)

➢ ニの日中サービス支援型共同生活援助サービス費(Ⅳ)については、平18厚告523別
　 表第15の1の注６のチェックポイントの規定を準用する。

➢ なお、障害支援区分３以上の利用者が、日中サービス支援型指定共同生活援助と併
せて支給決定されている日中活動サービス等を利用した日若しくは日中に介護保険
サービス、精神科デイ・ケア等を利用し共同生活住居以外で過ごした日に日中サー
ビス支援型指定共同生活援助を提供した場合又は障害支援区分２以下の利用者に対
し、日中サービス支援型指定共同生活援助を提供した場合については、報酬告示第
15の１の２の注９に掲げる単位数を算定する。
○厚生労働大臣が定める基準及び割合
従業者の員数が平成18年厚生労働省告示第550号
「厚生労働大臣が定める利用者の数の基準及び従業者の員数の基準並びに所定単位数に乗じる割合」の十号の二の表の上欄に掲げる員数の基準に該当する場合に、同表の下欄に掲げる割合を所定単位数に乗じること。
○大規模住居等減算
④の場合の「一体的な運営が行われている共同生活住居」とは、同一敷地内又は近接的な位置関係にある共同生活住居であって、かつ、世話人又は生活支援員の勤務体制がそれぞれの共同生活住居の間で明確に区分されていない共同生活住居をいうものとする。

	平18厚告523
別表第15の1の2の注9

平18厚告523
別表第15の1の2の注10

平18厚告550・第十号の二




	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	身体拘束廃止未実施
減算
その他
１の４　福祉専門職員配置等加算

	注１１　指定障害福祉サービス基準第213条の11において準用する指定障害福祉サービス基準第35条の2第2項又は第3項に規定する基準を満たしていない場合は，１日につき５単位を所定単位数から減算しているか。
　　ただし、令和５年３月３１日までの間は、指定障害福祉サービス基準第213条の11において準用する指定障害福祉サービス基準第35条の2第3項に規定する基準を満たしていない場合であっても、減算しない。

注１２　利用者が日中サービス支援型共同生活援助以外の障害福祉サービスを受けている間（居宅介護を受けている間（注６及び注７の適用を受けている間に限る。）及び重度訪問介護を受けている間（注６及び注７の適用を受けている間に限る。）を除く。）は，日中サービス支援型共同生活援助サービス費は，算定していないか。
注１　イの福祉専門職員配置等加算（Ｉ）については、世話人又は生活支援
員(以下(2)及び(3)において「世話人等」という。)として常勤で配置さ
れている従業者のうち，社会福祉士，介護福祉士又は精神保健福祉士又
は公認心理士である従業者の割合が100分の35以上であるものとして市
長に届け出た指定共同生活援助事業所、日中サービス支援型指定共同生
活援助事業所（以下「指定共同生活援助事業所等」という。）において，
サービスを行った場合に，１日につき所定単位数を加算しているか。
注２ ロの福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）ついては、世話人等として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士又は精神保健福祉士又は公認心理士である従業者の割合が100分の25以上であるものとして市長に届け出た指定共同生活援助事業所等において、サービスを行った場合において，１日につき所定単位数を加算しているか。　
ただし，この場合において，イを算定している場合は，算定しない。
注３ ハの福祉専門職員配置等加算（Ⅲ）については，次の(1)又は(2)のいずれかに該当するものとして市長に届け出た指定共同生活援助事業所等において，サービスを行った場合において，１日につき所定単位数を加算しているか。

　　ただし，この場合において，イ又はロを算定している場合は，算定しない。

　(1)　世話人等として配置されている従業者のうち，常勤で配置されている従業者の割合が100分の75以上であること。

(2) 世話人等として常勤で配置されている従業者のうち，3年以上従事している従業者の割合が100分の30以上であること。


	いる・いない
非該当
いる・いない
非該当
いる・いない
いる・いない
いる・いない



	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令

	○日中サービス支援型共同生活援助サービス費について
指定障害福祉サービス基準附則第18条の2第1項又は第2項の適用を受ける利用者が、共同生活住居内において居宅介護又は重度訪問介護（指定障害福祉サービス基準附則第18条の2第1項の適用を受ける利用者に限る。）を利用した場合には、併せて居宅介護サービス費又は重度訪問介護サービス費（指定障害福祉サービス基準附則第18条の2第1項の適用を受ける利用者に限る。）を算定することができる。
○福祉専門職員配置等加算

イ　福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)　　10単位

ロ　福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)　　 7単位

ハ　福祉専門職員配置等加算(Ⅲ)　　 4単位
➢ イ中「３年以上従事」とは、加算の申請を行う前月の末日時点における勤続年数とし、勤
続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤続年数に加え同一法人の経営する他精
神障害者生活訓練施設、精神障害者授産施設、精神障害者福祉ホーム、小規模通所授産施
設、地域生活支援事業の地域活動支援センター等、障害者就業・生活支援センター、児童
福祉法に規定する障害児通所支援事業を行う事業所、障害児入所施設、病院、社会福祉施
設等においてサービスを利用者に直接提供する職員として勤務した年数を含めることが
できるものとする。

また、当該勤続年数の算定については、非常勤で勤務していた期間も含めることとする。
	平18厚告523
別表第15の1の2の注11

平18厚告523
別表第15の1の2の注12

平18厚告523
別表第15の1の4の注1

平18厚告523
別表第15の1の4の注2
平18厚告523
別表第15の1の4の注3




	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	１の４の２
　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算
１の４の３
看護職員配置加算


	視覚障害者等である指定共同生活援助等の利用者の数（重度の視覚障害、聴覚障害、言語機能障害又は知的障害のうち２以上の障害を有する利用者については、当該利用者数に２を乗じて得た数とする。）が当該指定共同生活援助等の利用者の数に100分の30を乗じて得た数以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者を指定障害福祉サービス基準第208条、第213条の4に定める人員配置に加え、常勤換算方法で、利用者の数を50で除して得た数以上配置しているものとして市長に届け出た指定共同生活援助事業所等において，指定共同生活援助等を行った場合において，１日につき所定単位数を加算しているか。
指定障害福祉サービス基準に定める員数の従業者に加え，看護職員を常勤換算方法で１以上配置しているものとして市長に届け出た指定共同生活援助事業所等において，指定共同生活援助等を行った場合に，１日につき所定単位数を加算しているか。


	いる・いない
いる・いない




	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令

	○ 視覚・聴覚言語障害者支援体制加算　　　　　　41単位
○ 看護職員配置加算　                          70単位

 ➢ 看護職員配置加算については、指定共同生活援助事業所等において、指定障害福祉
サービス基準第208条第1項、第213条の4第１項に定める員数に加え、専ら当該指
定共同生活援助事業所等の職務に従事する看護職員を、常勤換算方法で１以上配置し
ているものとして市長に届け出た事業所について、加算を算定できるものであるこ
と。

➢ ただし、複数の共同生活住居を有する指定共同生活援助事業所等においては、適切な支援を行うために必要な数の人員を確保する観点から、常勤換算方法により、看護職員の員数が１以上かつ利用者の数を20で除して得た数以上であること。

➢ なお、当該加算は、指定共同生活援助事業所等に看護職員を配置することにより、
日常的な利用者の健康管理、看護の提供、喀痰吸引等に係る指導及び医療機関との
連絡調整等を行える体制を整備する事業所を評価するものであるため、加算の対象
となる指定共同生活援助事業所等については、当該事業所の利用者の状況に応じ

て、以下の支援を行うものとする。

ア 利用者に対する日常的な健康管理

イ 医療ニーズが必要な利用者への看護の提供等

ウ 定期又は緊急時における医療機関との連絡調整及び受診等の支援

エ 看護職員による常時の連絡体制の確保

オ 重度化した利用者の対応に係る指針の作成及び入居時における利用者又は家
族への説明並びに同意

➢ 当該加算の算定対象となる指定共同生活援助事業所等については、医療連携体制加
算（医療連携体制加算(Ⅳ)を除く。）の算定対象とはならないこと。
	平18厚告523
別表第15の1の4の2の注
平18厚告523
別表第15の1の4の3の注



	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	１の５　
夜間支援等体制加算

	注１ イの夜間支援等体制加算(Ⅰ)については，夜勤を行う夜間支援従事者を配置し、利用者に対して夜間及び深夜の時間帯を通じて必要な介護等の支援を提供できる体制（夜間支援等体制）を確保しているものとして市長が認めた指定共同生活援助事業所において，指定共同生活援助助を行った場合に，夜間支援等対象利用者の数に応じ，１日につき所定単位数を加算しているか。

注２ ロの夜間支援等体制加算(Ⅱ)については，宿直を行う夜間支援従事者を配置し、夜間及び深夜の時間帯を通じて，定時的な居室の巡回や緊急時の支援等を提供できる体制を確保しているものとして、市長が認めた指定共同生活援助事業所において、指定共同生活援助を行った場合に、夜間支援対象利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算しているか。

ただし，イの夜間支援等体制加算(Ⅰ)の算定対象となる利用者については，算定しない。

注３ ハの夜間支援等体制加算(Ⅲ)については，夜間及び深夜の時間帯を通じて，利用者に病状の急変その他の緊急の事態が生じた時に，利用者の呼び出し等に速やかに対応できるよう，常時の連絡体制又は防災体制を確保しているものとして、市長が認めた指定共同生活援助事業所において、指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数を加算しているか。

ただし，イの夜間支援等体制加算(Ⅰ)又はロの夜間支援等体制加算(Ⅱ)の
算定対象となる利用者については，算定しない。
注４ ニの夜間支援等体制加算(Ⅳ)については、イの夜間支援等体制加算(Ⅰ)を
算定している指定共同生活援助事業所であって、更に夜勤を行う夜間支援
従事者を配置し、共同生活住居（同加算の算定対象となる夜勤を行う夜間
支援従事者を１名配置しているものに限る。注５及び注６において同じ。）
を巡回させることにより、利用者に対して夜間及び深夜の時間帯を通じて
必要な介護等の支援を提供できる体制を確保しているものとして市長が認
めた指定共同生活援助事業所において、指定共同生活援助を行った場合
に、夜間支援対象利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算してい
るか。
	いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない




	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令

	○ 夜間支援等体制加算の取扱いについて

(一) イの夜間支援等体制加算(Ⅰ)については、指定共同生活援助事業所において、夜勤を行う夜間支援従事者を配置し、利用者に対して夜間及び深夜の時間帯（指定共同生活援助事業所所ごとに利用者の生活サイクルに応じて、１日の活動の終了時刻から開始時刻まで（午後10時から翌日の午前5時までの間は最低限含むものとする。）を基本として、設定するものとする。）を通じて必要な介護等の支援を提供できる体制を確保している場合であって、次のアからウまでの要件を満たしていると市長が認める場合について、算定する。
ア 夜間支援従事者の配置

イ 夜間支援従事者の勤務内容・勤務形態
ウ 加算の算定方法

○ 夜間支援等体制加算(Ⅱ)については

指定共同生活援助事業所において、宿直を行う夜間支援従事者を配置し、利用者に対して
夜間及び深夜の時間帯を通じて、定時的な居室の巡回や緊急時の支援等を提供できる体制
を確保している場合であって、次のアからウまでの要件を満たしていると市長が認める場
合について、算定する。

ア 夜間支援従事者の配置

イ 夜間支援従事者の勤務内容・勤務形態

ウ 加算の算定方法

○ 夜間支援等体制加算(Ⅲ)について
指定共同生活援助事業所において、夜間及び深夜の時間帯を通じて、必要な防災体制又は
利用者に病状の急変その他の緊急の事態が生じた時に、利用者の呼び出し等に速やかに対
応できるよう、常時の連絡体制を確保しているものとして市長が認める場合に算定するも
のであるが、具体的には次の体制をいうものである。

ア 夜間防災体制の内容

イ 常時の連絡体制の内容

    ウ 加算の算定方法 
○ 夜間支援等体制加算(Ⅳ)について
指定共同生活援助事業所において、イの夜間支援等体制加算(Ⅰ)を算定している利用者に
対して、更に事業所単位で夜勤を行う夜間支援従事者を加配し、夜間及び深夜の時間帯を
通じて必要な介護等の支援を提供できる体制を確保している場合であって、次のアからウ
までの要件を満たしていると市長が認める場合について、算定する。
ア 夜間支援従事者の配置
イ 夜間支援従事者の勤務内容・勤務形態
ウ 加算の算定方法
	平18厚告523
別表第15の1の5の注1

平18厚告523
別表第15の1の5の注2

平18厚告523
別表第15の1の5の注3

平18厚告523
別表第15の1の5の注4



	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	１の５　
夜間支援等体制加算
１の５の２
夜勤職員加配加算
【日中サービス支援型】
１の６ 
重度障害者支援
加算

	注５ ホの夜間支援等体制加算(Ⅴ)については、イの夜間支援等体制加算(Ⅰ)を算定している指定共同生活援助事業所であって、更に夜勤を行う夜間支援従事者を配置し、共同生活住居を巡回させることにより、利用者に対して夜間及び深夜の一部の時間帯において必要な介護等の支援を提供できる体制を確保しているものとして市長が認めた指定共同生活援助事業所において、指定共同生活援助を行った場合に、夜間支援対象利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算しているか。
ただし、ニの夜間支援等体制加算(Ⅳ)の算定対象となる利用者については、加算しない。
注６ ヘの夜間支援等体制加算(Ⅵ)については、イの夜間支援等体制加算(Ⅰ)を算定している指定共同生活援助事業所であって、更に宿直を行う夜間支援従事者を配置し、共同生活住居を巡回させることにより、利用者に対して夜間及び深夜の時間帯を通じて、定時的な居室の巡回や緊急時の支援等を提供できる体制を確保しているものとして市長が認めた指定共同生活援助事業所において、指定共同生活援助を行った場合に、夜間支援対象利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算しているか。
ただし、ニの夜間支援等体制加算(Ⅳ)又はホの夜間支援等体制加算(Ⅴ)の算定対象となる利用者については、加算しない。
指定障害福祉サービス基準第213条の4第2項に定める員数の夜間支援従事者に加え，共同生活住居ごとに，夜勤を行う夜間支援従事者を１以上配置しているものとして市長に届け出た日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において，日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合に，１日につき所定単位数を加算しているか。

注１ イの重度障害者支援加算（Ⅰ）については、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして市長に届け出た指定共同生活援助事業所又は日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、第8の1(重度障害者等包括支援サービス費)の注1に規定する利用者の支援の度合にある者（指定障害福祉サービス基準附則第18条の2第1項又は第2項の規定の提供を受ける利用者を除く。）に対して指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数を加算しているか。
	いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない



	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令

	○ 夜間支援等体制加算(Ⅴ)について
指定共同生活援助事業所において、イの夜間支援等体制加算(Ⅰ)を算定している利用者に
対して、更に事業所単位で夜勤を行う夜間支援従事者を加配し、夜間及び深夜の一部の時
間帯において必要な介護等の支援を提供できる体制を確保している場合であって、次のア
からウまでの要件を満たしていると市長が認める場合について、算定する。

ア 夜間支援従事者の配置
イ 夜間支援従事者の勤務内容・勤務形態

ウ 加算の算定方法
○ 夜間支援等体制加算(Ⅵ)について
指定共同生活援助事業所において、イの夜間支援等体制加算(Ⅰ)を算定している利用者に
対して、更に事業所単位で宿直を行う夜間支援従事者を加配し、夜間及び深夜の時間帯を
通じて定時的な居室の巡回や緊急時の支援等を提供できる体制を確保している場合であっ
て、次のアからウまでの要件を満たしていると市長が認める場合について、算定する。

ア 夜間支援従事者の配置
イ 夜間支援従事者の勤務内容・勤務形態
ウ 加算の算定方法
○ 夜勤職員加配加算について
日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、指定障害福祉サービス基準第213条の4第2項に定める夜間支援従事者に加え、夜勤を行う夜間支援従事者を１以上配置し、利用者に対して夜間及び深夜の時間帯を通じて必要な介護等の支援を提供できる体制を確保している場合であって、次の(一)から(三)までの要件を満たしていると市長が認める場合について、算定する。

(一) 夜間支援従事者の加配
(二) 夜間支援従事者の勤務内容・勤務形態
(三) 加算の算定方法
○重度障害者支援加算
イ 重度障害者支援加算(Ⅰ)      360単位

ロ 重度障害者支援加算(Ⅱ)      180単位
	平18厚告523
別表第15の1の5の注5
平18厚告523
別表第15の1の5の注6

平18厚告523
別表第15の1の5の2の注

平18厚告523
別表第15の1の6の注1




	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	１の６ 
重度障害者支援
加算
１の７
医療的ケア対応支援加算

１の８　
日中支援加算

	注２　ロの重度障害者支援加算(Ⅱ)については、別に厚生労働大臣が定める施
設基準に適合しているものとして市長に届け出た指定共同生活援助事業
所又は日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、区分４以上
に該当し、第8の1(重度障害者等包括支援サービス費)の注１の⑵に規定
する利用者の支援の度合にある者（指定障害福祉サービス基準附則第18
条の2第1項又は第2項の規定の適用を受ける利用者を除く。）に対して
指定共同生活援助又は日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場
合に、１日につき所定単位数を加算しているか。
ただし、イの重度障害者支援加算(Ⅰ)を算定している場合は、加算しない。
　
注　指定障害福祉サービス基準に定める員数の従業者に加え、看護職員を常勤
換算方法で１以上配置しているものとして市長に届け出た指定共同生活援
助事業所等において、別に厚生労働大臣が定める者に対して指定共同生活援
助等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算しているか。
ただし、重度障害者支援加算(Ⅰ)を算定している場合は、加算しない。
注１ イの日中支援加算（Ⅰ）については、指定共同生活援助事業所が、高齢又は重度の障害者（65歳以上又は障害支援区分４以上の障害者をいう。）であって、日中を共同生活住居の外で過ごすことが困難であると認められる利用者に対して、共同生活援助計画に基づき、日中に支援を行った場合に日中支援対象利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算しているか。
ただし、指定共同生活援助事業所にあっては、日曜日、土曜日又は国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する、休日に支援を行った場合については算定しない。

注２　ロの日中支援加算(Ⅱ)については、指定共同生活援助事業所又は日中サ
ービス支援型指定共同生活援助事業所（区分２以下に該当する利用者に限
る。）が，生活介護等利用者が心身の状況等によりこれらのサービスを利用
することができないとき又は就労することができないときに、当該利用者に
対して日中に支援を行った場合であって，当該支援を行った日が１月につき
２日を超える場合に，当該２日を超える期間について，１日につき所定単位
数を加算しているか。

　
	いる・いない
いる・いない
いる・いない

いる・いない




	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令

	○ 医療的ケア対応支援加算の取扱いについて

医療的ケア対応支援加算については、看護職員を常勤換算方法で１以上配置している指定
共同生活援助事業所等において、スコア表の項目の欄に掲げるいずれかの医療行為を必要
とする状態である者に対して指定共同生活援助等を提供する場合に算定可能とする。
○ 日中支援加算
　 イ　日中支援加算(Ⅰ)

　　(1)昼間の時間帯において、世話人又は生活支援員等が支援を行う利用者（日中支援対象利用者）が１人の場合　　　        　　    539単位
　  (2)　日中支援対象利用者が2人以上の場合       270単位

　ロ　日中支援加算(Ⅱ)

　　(1)　日中支援対象利用者が１人の場合

　　　 ①　区分4から区分6まで                   539単位

    　 ②  区分3以下                             270単位

　 
 (2)　日中支援対象利用者が2人以上の場合

①　区分4から区分6まで                   270単位

②  区分3以下                             135単位


	平18厚告523
別表第15の1の6の注2

平18厚告551・第七号のイ
平18厚告523
別表第15の1の7の注

平18厚告556・第五号の2
平18厚告523
別表第15の1の8の注1

平18厚告523
別表第15の1の8の注2




	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	２　自立生活支援加算
３ 入院時支援特別加算

	注　居宅における単身等での生活が可能であると見込まれる利用者（利用期間
が１月を超えると見込まれる利用者に限る。）の退去に先立って、指定共同
生活援助事業所等の従業者が、当該利用者に対して退去後の生活について相
談援助を行い、かつ当該利用者が退去後に生活する居宅を訪問し、当該利用
者及びその家族等に対して退去後の障害福祉サービスその他の保健医療サ
ービス又は福祉サービスについて相談援助及び連絡調整を行った場合に、入
居中２回を限度として所定単位数を加算し、当該利用者の退去後30日以内
に当該利用者の居宅を訪問し、当該利用者及びその家族等に対して相談援助
を行った場合に、退去後１回を限度として、所定単位数を加算しているか。
ただし、当該利用者が、退去後に他の社会福祉施設に入所する場合にあって
は、加算しない。
注　家族等から入院に係る支援を受けることが困難な利用者が病院又は診療所（当該指定共同生活援助事業所等の同一敷地内に併設する病院又は診療所を除く。）への入院を要した場合に，指定障害福祉サービス基準第208条又は第213条の4の規定により指定共同生活援助事業所等に置くべき従業者のうちいずれかの職種の者が，共同生活援助計画又は日中サービス支援型共同生活援助計画（以下、「共同生活援助計画等」という。）に基づき，当該利用者が入院している病院又は診療所を訪問し，当該病院又は診療所との連絡調整及び被服等の準備その他の日常生活上の支援を行った場合に，１月に１回を限度として，入院期間の日数の合計に応じ，所定単位数を算定しているか。

　
  なお、共同生活援助サービス費(Ⅳ)、日中サービス支援型共同生活援助サービス費(Ⅳ)、報酬告示第15の１の2の注９に定める日中サービス支援型共同生活援助サービス費又は外部サービス利用型指定共同生活援助サービス費(Ⅴ)を算定している利用者であって、病院又は入所施設に入院又は入所している者については、この加算を算定できない。

	いる・いない

いる・いない



	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令

	○ 自立生活支援加算   　　　　　　　　　　　　　500単位

○入院時特別支援加算

イ　当該月における入院期間(入院の初日及び最終日を除く。ロ及び注において同じ。)の
日数の合計が３日以上７日未満の場合　　　　　　　 　　  561単位

ロ　当該月における入院期間の日数の合計が７日以上の場合　 1,122単位

○入院時支援特別加算の取扱いについて

（一）入院時支援特別加算については、長期間にわたる入院療養又は頻回の入院療養が必要な利用者に対し、指定共同生活援助事業所の従業者が病院又は診療所を訪問し、入院期間中の被服等の準備や利用者の相談支援など、日常生活上の支援を行うとともに、退院後の円滑な生活移行が可能となるよう、病院又は診療所との連絡調整を行った場合に、１月の入院日数の合計数（入院の初日及び最終日を除く。）に応じ、加算する。
（二）イが算定される場合にあっては少なくとも１回以上、ロが算定される場合にあっては
少なくとも２回以上病院又は診療所を訪問する必要があること。

なお、入院期間が７日以上の場合であって、病院又は診療所への訪問回数が１回であ
る場合については、イを算定する。

（三）入院期間が複数月にまたがる場合の２月目以降のこの加算の取扱いについては、当該
２月目において、入院日数の合計が、３日に満たない場合、当該２月目については、
この加算を算定しない。

（四）指定共同生活援助事業所の従業者は、病院又は診療所を訪問し、入院期間中の被服等
の準備や利用者の相談支援、入退院の手続や家族等への連絡調整などの支援を行った
場合は、その支援内容を記録しておくこと。

（五）入院時支援特別加算は、３の２の長期入院時支援特別加算を算定する月については算
定できない。また、この場合において、最初の１月目で長期入院時支援特別加算を算
定した場合であっても、１回の入院における２月目以降の月について、入院時支援特
別加算を算定することは可能であること。

	平18厚告523
別表第15の2の注
平18厚告523
別表第15の3の注



	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	３の２
 長期入院時支援
特別加算
４ 帰宅時支援加算


	注　家族等から入院に係る支援を受けることが困難な利用者が病院又は診療所（当該指定共同生活援助事業所等の同一敷地内に併設する病院又は診療所を除く。）への入院を要した場合に，指定障害福祉サービス基準第208条又は第213条の4の規定により指定共同生活援助事業所等に置くべき従業者のうちいずれかの職種の者が，共同生活援助計画等に基づき，当該利用者が入院している病院又は診療所を訪問し，当該病院又は診療所との連絡調整及び被服等の準備その他の日常生活上の支援を行った場合に，１月の入院期間（入院の初日及び最終日を除く。）の日数が２日を超える場合に，当該日数を超える期間（継続して入院している者にあっては、入院した初日から起算して３月に限る。）について，１日につき所定単位数を加算しているか。

　ただし，入院時支援特別加算が算定される月は，算定しない。
　なお、共同生活援助サービス費(Ⅳ)、日中サービス支援型共同生活援助サー
ビス費(Ⅳ)、報酬告示第15の１の2の注９に定める日中サービス支援型共同
生活援助サービス費又は外部サービス利用型指定共同生活援助サービス費
(Ⅴ)を算定している利用者であって、病院又は入所施設に入院又は入所して
いる者については、この加算を算定できない。
注　利用者が共同生活援助計画又は日中サービス支援型共同生活援助計画に基
づき家族等の居宅等において外泊した場合に，１月に１回を限度として，外
泊期間の日数に応じ，所定単位数を算定しているか。
  なお、共同生活援助サービス費(Ⅳ)、日中サービス支援型共同生活援助サー
ビス費(Ⅳ)、報酬告示第15の１の2の注９に定める日中サービス支援型共同
生活援助サービス費又は外部サービス利用型指定共同生活援助サービス費
(Ⅴ)を算定している利用者であって、病院又は入所施設に入院又は入所して
いる者については、この加算を算定できない。
	いる・いない
いる・いない




	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令

	○ 長期入院時支援特別加算
   イ　指定共同生活援助事業所の場合　             122単位
   ロ　日中サービス支援型指定共同生活援助事業所   150単位

○長期入院時支援特別加算の取扱いについて

（一）長期入院時支援特別加算については、長期間にわたる入院療養又は頻回の入院療養が必
要な利用者に対し、指定共同生活援助事業所の従業者が病院又は診療所を訪問し、入院
期間中の被服等の準備や利用者の相談支援など、日常生活上の支援を行うとともに、退
院後の円滑な生活移行が可能となるよう、病院又は診療所との連絡調整を行った場合、
入院期間（入院の初日及び最終日を除く。）に応じ、１日につき所定単位数を算定する。

（二）長期入院時支援特別加算が算定される場合にあっては、特段の事情のない限り、原則、
１週に１回以上病院又は診療所を訪問する必要があること。
なお、「特段の事情」とは、利用者の事情により、病院又は診療所を訪問することがで
きない場合を主として指すものであること。

また、当該特段の事情がある場合については、その具体的な内容を記録しておくこと。

（三）長期入院時支援特別加算の算定に当たって、１回の入院で月をまたがる場合は、当該加
算を算定できる期間の属する月を含め、最大３月間まで算定が可能であること。また、
２月目以降のこの加算の取扱いについては、当該月の２日目までは、この加算は算定で
きないこと。

（四）指定共同生活援助事業所の従業者は、病院又は診療所を訪問し、入院期間中の被服等の
準備や利用者の相談支援、入退院の手続や家族等への連絡調整などの支援を行った場合
は、その支援内容を記録しておくこと。

（五）長期入院時支援特別加算は、３の入院時支援特別加算を算定する月については算定でき
ない。

また、この場合において、最初の１月目で入院時支援特別加算を算定した場合であって
も、１回の入院における２月目以降の月について、長期入院時支援特別加算を算定する
ことは可能であること。

（六）長期入院時支援特別加算は、長期帰宅時支援加算と同一日に算定することはできないこ
と。
○ 帰宅時支援加算
  イ　当該月における家族等の居宅等における外泊期間(外泊の初日及び最終日を除く。
ロ及び注において同じ。)の日数の合計が３日以上７日未満の場合　　　　　　　　187単位
  ロ　当該月における家族等の居宅等における外泊期間の日数の合計が７日以の場合        　　　　　　　　　　
374単位
　

	平18厚告523
別表第15の3の2の注
平18厚告523
別表第15の4の注



	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	４ 帰宅時支援加算

５　長期帰宅時支
援加算


	注  利用者が共同生活援助計画等に基づき家族等の居宅等において外泊した場
合に，１月の外泊期間（外泊の初日および最終日を除く。）の日数が２日を
超える場合に，当該日数を超える期間について，１日につき所定単位数を算
定しているか。
　（継続して外泊している者にあっては，外泊した初日から起算して３月に限
る。）
　ただし，帰宅時支援加算が算定される期間は，算定しない。
　なお、共同生活援助サービス費(Ⅳ)、日中サービス支援型共同生活援助サー
ビス費(Ⅳ)、報酬告示第15の１の2の注９に定める日中サービス支援型共同
生活援助サービス費又は外部サービス利用型指定共同生活援助サービス費
(Ⅴ)を算定している利用者であって、病院又は入所施設に入院又は入所して
いる者については、この加算を算定できない。
	いる・いない



	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令

	○帰宅時支援加算の取扱いについて

（一）帰宅時支援加算については、利用者が共同生活援助計画に基づき、家族等の居宅等にお
いて外泊した場合であって、指定共同生活援助事業所が当該利用者の帰省に伴う家族等
との連絡調整や交通手段の確保等の支援を行った場合に、当該利用者の１月における外
泊の日数（外泊の初日及び最終日を除く。）に応じ、算定する。

（二）指定共同生活援助事業所の従業者は、当該利用者が帰省している間、家族等との連携を
十分図ることにより、当該利用者の居宅等における生活状況等を十分把握するととも
に、その内容については、記録しておくこと。また、必要に応じ共同生活援助計画の見
直しを行う必要があること。
（三）外泊期間が複数月にまたがる場合の２月目以降のこの加算の取扱いについては、当該２
月目において、外泊日数の合計が、３日に満たない場合、当該２月目については、この
加算を算定しない。

（四）帰宅時支援加算は、３の２の長期帰宅時支援加算を算定する月については算定できない。
また、この場合において、最初の１月目で長期帰宅時支援加算を算定した場合であって
も、１回の外泊における２月目以降の月について、帰宅時支援加算を算定することは可
能であること。

○ 長期帰宅時支援加算
    イ　指定共同生活援助事業所の場合　           　　　 40単位
    ロ　日中サービス支援型指定共同生活援助事業所　　　　50単位
○長期帰宅時支援加算の取扱いについて

（一）長期帰宅時支援加算については、利用者が共同生活援助計画に基づき、家族等の居宅等において長期間外泊した場合であって、指定共同生活援助事業所が当該利用者の帰省に伴う家族等との連絡調整や交通手段の確保等の支援を行った場合、外泊期間（外泊の初日及び最終日を除く。）に応じ、１日につき所定単位数を算定する。
（二）指定共同生活援助事業所の従業者は、当該利用者が帰省している間、家族等との連携を十分図ることにより、当該利用者の居宅等における生活状況等を十分把握するとともに、その内容については、記録しておくこと。また、必要に応じ共同生活援助計画の見直しを行う必要があること。

（三）長期帰宅時支援加算の算定に当たって、１回の外泊で月をまたがる場合は、当該加算を算定できる期間の属する月を含め、最大３月間まで算定が可能であること。また、２月目以降のこの加算の取扱いについては、当該月の２日目までは、この加算は算定できないこと。

（四）長期帰宅時支援加算は、４の帰宅時支援加算を算定する月については算定できない。
また、この場合において、最初の１月目で帰宅時支援加算を算定した場合であっても、１回の外泊における２月目以降の月について、長期帰宅時支援加算を算定することは可能であること。

（五）長期帰宅時支援加算は、長期入院時支援特別加算と同一日に算定することはできないこと。
	平18厚告523
別表第15の5の注



	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	６　地域生活移行個別支援特別加算

６の２　
精神障害者地域
移行特別加算

６の３
　強度行動障害者
地域移行特別加算
	注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして市長に届け
出た指定共同生活援助事業者、日中サービス支援型指定共同生活援助事業者
（以下「指定共同生活援助事業者等」という。）が，厚生労働大臣が定める者）
に対して，特別な支援に対応した共同生活援助計画等に基づき，地域で生活
するために必要な相談援助や個別の支援等を行った場合に，当該利用者に対
し，３年以内(医療観察法に基づく通院期間の延長を行った場合にあっては，
当該延長期間が終了するまで)の期間(他の指定障害福祉サービスを行う事業
所及び指定障害者支援施設等において地域生活移行個別支援特別加算を算定
した期間を含む。)において，１日につき所定単位数を加算しているか。

　
注　運営規程に定める主たる対象とする障害者の種類に精神障害者を含み，か
つ，指定障害福祉サービス基準第208条及び第213条の4の規定により指定
共同生活援助事業所等に置くべき従業者のうち社会福祉士，精神保健福祉士
又は公認心理師等である従業者を１人以上配置するものとして市長に届け出
た指定共同生活援助事業所等において，当該社会福祉士，精神保健福祉士又
は公認心理師等である従業者が，精神科病院に１年以上入院していた精神障
害者であって当該精神科病院を退院してから１年以内のものに対し，共同生
活援助計画等を作成するとともに，地域で生活するために必要な相談援助や
個別の支援等を行った場合に，１日につき所定単位数を加算しているか。

ただし，６の地域生活移行個別支援特別加算を算定している場合は，算定し
ない。
注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして市長に届け
出た指定共同生活援助事業所等において，指定障害者支援施設等又は指定障
害児入所施設等に１年以上入所していた者であって当該施設等を退所してか
ら１年以内のもののうち，別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると認め
られた利用者に対し，共同生活援助計画等に基づき，地域で生活するために
必要な相談援助や個別の支援等を行った場合に，１日につき所定単位数を加
算しているか。

ただし，１の６の重度障害者支援加算を算定している場合は，算定しない。


	いる・いない

いる・いない
いる・いない


	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令

	○ 地域生活移行個別支援特別加算　　　　　　　　670単位

○ 精神障害者地域移行特別加算　　　　　　　　　300単位

○ 強度行動障害者地域移行特別加算　　　　　　　300単位

○強度行動障害者地域移行特別加算については、次のとおり取り扱うものとする。

（一）対象者の要件

障害支援区分認定調査の結果に基づき、当該認定調査の項目中、行動関連項目（第543
号告示別表第２に規定する行動関連項目をいう。）について、算出した点数の合計が10
点以上の者（以下「強度行動障害を有する者 」という。）であって、指定障害者支援
施設等又は指定障害児入所施設等 に１年以上入所していたもののうち、退所してから
1年以内の障害者であること。

また、本加算は、強度行動障害を有する者の地域移行を進めることを趣旨としたもの
であることから、原則として、１年以上指定障害者支援施設等又は指定障害児入所施
設等に入所した 強度行動障害を有する者 が当該施設から 退所するに当たり、指定共
同生活援助事業所が当該強度行動障害を有する者の受入れを行うことを想定してお
り、退所日から１年以内について、加算の算定ができるものとすること。

なお、１年以上指定障害者支援施設等又は指定障害児入所施設等に入所し、退所後、
一定期間居宅等で生活した強度行動障害を有する者であっても、退所から１年以内に
ついて、加算を算定できるものである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（続く）
	平18厚告523
別表第15の6の注
平18厚告551・第十六号のロ
平18厚告556・第九号
平18厚告523
別表第15の6の2の注
平18厚告523
別表第15の6の3の注
平18厚告551・第十六号のハ

平18厚告551・第十七号のハ
平18厚告543・第四十号




	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	６の３
　強度行動障害者
地域移行特別加算
６の４
　強度行動障害者体験利用加算


	注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして市長に届け
出た指定共同生活援助事業所等において、一時的に体験的な指定共同生活援
助等の利用が必要と認められる者のうち、別に厚生労働大臣が定める基準に
適合すると認められた利用者に対し、共同生活援助計画等に基づき、指定共
同生活援助等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算しているか。

ただし、１の６の重度障害者支援加算を算定している場合は、加算しない。

	いる・いない



	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令

	（二）施設要件

以下のいずれにも該当する 指定共同生活援助を行う指定共同生活援助事業所において、 強度行動障害を有する者に対して、共同生活援助計画に基づき、当該利用者の障害特性を踏まえた 地域生活のための相談援助や個別の支援を行うものであること。

ア　指定共同生活援助を行う指定共同生活援助事業所のサービス管理責任者又は生活
支援員のうち、強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者又は行動援護従業
者養成研修修了者を１以上配置していること。

イ　指定共同生活援助を行う指定共同生活援助事業所の生活支援員のうち、強度行動障
害支援者養成研修（基礎研修）修了者又は行動援護従業者養成研修修了者の割合が
100 分の 20 以上であること。
○ 強度行動障害者体験利用加算　　　　　　　400単位
強度行動障害者体験利用加算については、次のとおり取り扱うものとする。

(一) 対象者の要件

障害支援区分認定調査の結果に基づき、当該認定調査の項目中、行動関連項目につ
いて、算出した点数の合計が10点以上の者であって、指定共同生活援助又は日中サ
ービス支援型指定共同生活援助を体験的に利用する者であること。

(二) 施設要件
　　以下のいずれにも該当する指定共同生活援助事業所において、 強度行動障害を有す
　　る者に対して、共同生活援助計画に基づき、当該利用者の障害特性を踏まえた 地域
生活のための相談援助や個別の支援を行うものであること。
ア　指定共同生活援助事業所のサービス管理責任者又は生活支援員のうち、強度行
動障害支援者養成研修（実践研修）修了者又は行動援護従業者養成研修修了者
を１以上配置していること。
　

イ　指定共同生活援助事業所の生活支援員のうち、強度行動障害支援者養成研修
（基礎研修）修了者又は行動援護従業者養成研修修了者の割合が100 分の 20 
以上であること。
	平18厚告523
別表第15の6の4の注
平18厚告551・第十六号のハ

平18厚告551・第十七号のハ
平18厚告543・第四十号




	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	７　医療連携体制加算

	注１　イの医療連携体制加算(Ⅰ)については，医療機関等との連携により，看護職員を指定共同生活援助事業所等に訪問させ，当該看護職員が利用者に対して１時間未満の看護を行った場合に，当該看護を受けた利用者に対し，１回の訪問につき８人の利用者を限度として、１日につき所定単位数を加算しているか。

ただし，１の４の３の看護職員配置加算又は１の７の医療的ケア対応支援加算を算定している利用者については、算定しない。
注２　ロの医療連携体制加算(Ⅱ)については，医療機関等との連携により，看護職員を指定共同生活援助事業所等に訪問させ，当該看護職員が利用者に対して１時間以上２時間未満の看護を行った場合に，当該看護を受けた利用者に対し，１回の訪問につき８人の利用者を限度として，１日につき所定単位数を加算しているか。

ただし，１の４の３の看護職員配置加算又は１の７の医療的ケア対応支援加算を算定している利用者については、算定しない。
注３　ハの医療連携体制加算(Ⅲ)については，医療機関等との連携により、看護職員を指定共同生活援助事業所等に訪問させ、当該看護職員が利用者に対して２時間以上の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、１日につき所定単位数を加算しているか。
ただし、１の４の３の看護職員配置加算又は１の７の医療的ケア対応支援加算を算定している利用者については、算定しない。
注４　ニの医療連携体制加算(Ⅳ)については，医療機関等との連携により、看護職員を指定共同生活援助事業所等に訪問させ、当該看護職員が別に厚生労働大臣が定める者に対して看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、当該看護を受けた利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算しているか。
ただし、１の４の３の看護職員配置加算若しくは１の７の医療的ケア対応支援加算又はイからハまでのいずれかを算定している利用者については、算定しない。 
注５　ホの医療連携体制加算(Ｖ)については，医療機関等との連携により、看護職員を指定共同生活援助事業所等に訪問させ、当該看護職員が認定特定行為業務従事者に喀痰吸引等に係る指導を行った場合に、当該看護職員１人に対し、１日につき所定単位数を加算しているか。
ただし、１の４の３の看護職員配置加算又は１の７の医療的ケア対応支援加算を算定している場合は、算定しない
	いる・いない
いる・いない

いる・いない
いる・いない
いる・いない



	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令

	○ 医療連携体制加算

イ　医療連携体制加算(Ⅰ)　　　　                32単位
ロ　医療連携体制加算(Ⅱ) 　　　　               63単位
ハ　医療連携体制加算(Ⅲ)　　　　　　　　　　　 125単位

ニ　医療連携体制加算(Ⅳ) 

⑴ 看護を受けた利用者が１人　　　　　　　800単位
⑵ 看護を受けた利用者が２人　　　　　　　500単位
⑶ 看護を受けた利用者が３人以上８人以下　400単位
ホ　医療連携体制加算(Ⅴ) 　　　　　　　　　　　500単位
ヘ　医療連携体制加算(Ⅵ)　　　　　　　　　　　 100単位
ト　医療連携体制加算(Ⅶ) 　　　　　　　　　　　 39単位
 （一）　医療連携体制加算（Ⅰ）から（Ⅵ）については、医療機関等との連携により、看護職員を指定共同生活援助事業所等に訪問させ当該看護職員が障害者に対して看護の提供又は認定特定行為業務従事者に対し喀痰吸引等に係る指導を行った場合に評価を行うものである。
ア　指定共同生活援助事業所等は、あらかじめ医療連携体制加算に係る業務について医療機関等と委託契約を締結し、障害者に対する看護の提供又は認定特定行為業務従事者に対する喀痰吸引等に係る指導に必要な費用を医療機関に支払うこととする。このサービスは指定共同生活援助事業所等として行うものであるから当該利用者の主治医から看護の提供又は喀痰吸引等に係る指導等に関する指示を受けること。この場合の指示については、利用者ごとに受けるとともに、その内容を書面で残すこと。なお、当該利用者の主治医以外の医師が主治医と十分に利用者に関する情報共有を行い、必要な指示を行うことができる場合に限り、主治医以外の医師の指示であっても差し支えない。

イ　看護の提供においては、当該利用者の主治医の指示で受けた具体的な看護内容等を個別支援計画等に記載すること。また、当該利用者の主治医に対し、定期的に看護の提供状況等を報告すること。
ウ　看護職員の派遣については、同一法人内の他の施設に勤務する看護職員を活用する場合も可能であるが、他の事業所の配置基準を遵守した上で、医師の指示を受けてサービスの提供を行うこと。
エ　看護の提供又は喀痰吸引等に係る指導上必要となる衛生材料、医薬品等の費用は指
定共同生活援助事業所等が負担するものとする。なお、医薬品等が医療保険の算定
対象となる場合は、適正な診療報酬を請求すること。（「特別養護老人ホーム等にお
ける療養の給付の取扱いについて」（平成18 年3月31日付け保医発0331002 号厚
生労働省保険局医療課長通知）を参照のこと。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（続く）
	平18厚告523
別表第15の7の注1

平18厚告523
別表第15の7の注2

平18厚告523
別表第15の7の注3

平18厚告523
別表第15の7の注4

平18厚告556・第五号の七

平18厚告523
別表第15の7の注5




	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	７　医療連携体制加算

	注６　ヘの医療連携体制加算(Ⅵ)については，喀痰吸引等が必要な者に対して，認定特定行為業務従事者が，喀痰吸引等を行った場合，1日につき所定単位数を加算しているか。

ただし，１の７の医療的ケア対応支援加算又はイからニまでのいずれか
　　を算定している利用者については、算定しない。
注７　トの医療連携体制加算(Ⅶ)については，別に厚生労働大臣が定める施設基
準に適合するものとして市長に届け出た指定共同生活援助事業所等において、指定共同生活援助等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算しているか。
ただし，１の４の３の看護職員配置加算又は１の７の医療的ケア対応支援加算を算定している利用者については、算定しない。

	いる・いない

いる・いない



	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令

	（二)　医療連携体制加算(Ⅰ)から(Ⅳ)について、看護職員１人が看護することが可能な利
用者数は、以下アからウにより取り扱うこと。

ア 　医療連携体制加算（Ⅰ）から（Ⅲ）における取扱い

➢ 医療連携体制加算（Ⅰ）から（Ⅲ）を算定する利用者全体で８人を限度と
すること。

イ   医療連携体制加算（Ⅳ）における取扱い

➢ 医療連携体制加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）を算定する利用者全体で８人を限度と
すること。

ウ   ア及びイの利用者数について、それぞれについて８人を限度に算定可能であること。
○ 医療連携体制加算(Ⅶ)については、環境の変化に影響を受けやすい障害者が、可能な限り
継続して指定共同生活援助事業所等で生活を継続できるように、日常的な健康管理を行っ

たり、医療ニーズが必要となった場合に適切な対応がとれる等の体制を整備している事業
所を評価するものである。

したがって、
(一) 利用者の状態の判断や、指定共同生活援助事業所等の従業者に対し医療面からの適
切な指導、援助を行うことが必要であることから、看護師配置を要することとして
おり、准看護師ではこの加算は認められない。

(二) 看護師の配置については、同一法人の他の施設に勤務する看護師を活用する場合は、
当該指定共同生活援助事業所等の職員と他の事業所の職員を併任する職員として配
置することも可能である。
    (三) 医療連携体制をとっている事業所が行うべき具体的なサービスとしては、
・ 利用者に対する日常的な健康管理

・ 通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機関（主治医）との連絡・調整

等を想定しており、これらの業務を行うために必要な勤務時間を確保することが必要
である。
また、適切な支援を行うために必要な数の人員を確保する観点から、看護師１人につ
き、算定可能な利用者数は20人を上限とすること。
    なお、医療連携体制加算の算定要件である「重度化した場合における対応に係る指針」に
盛り込むべき項目としては、例えば、
  ①急性期における医師や医療機関との連携体制
②入院期間中における指定共同生活援助等における家賃や食材料費の取扱い
などが考えられる。
	平18厚告523
別表第15の7の注6
平18厚告523
別表第15の7の注7

平18厚告551・第七号のホ




	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	８ 通勤者生活支援加算

９ 福祉・介護職員処遇改善加算

	注　指定共同生活援助の利用者のうち100分の50以上の者が通常の事業所
に雇用されているとして市長に届け出た指定共同生活援助事業所において，主として日中において，職場での対人関係の調整や相談・助言及び金銭管理についての指導等就労を定着させるために必要な日常生活上の支援を行っている場合に，1日につき所定単位数を加算しているか。

注　別に厚生労働大臣が定める基準（平成18年厚生労働省告示第543・第30号）に適合している福祉・介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして市長に届け出た指定共同生活援助事業所等が，利用者に対し，指定共同生活援助を行った場合には，当該基準に掲げる区分に従い，令和６年３月31日までの間、「チェックポイント」欄に掲げる単位数を所定単位数に加算しているか。

ただし，「チェックポイント」欄に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては，次に掲げるその他の加算は算定しない。

※（Ⅳ）及び（Ⅴ）については廃止。ただし、令和３年３月末時点で同加算を算定している事業所については、１年間の経過措置期間を設ける。

	いる・いない

いる・いない

該当・非該当



	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令

	○ 通勤者生活支援加算　　　　　18単位

（一）通勤者生活支援加算については、指定共同生活援助の利用者のうち、100分の50以上の者が通常の事業所に雇用されている場合に加算を算定するものであるが、この場合の「通常の事業所に雇用されている」とは、一般就労のことをいうものであって、指定就労移行支援、指定就労継続支援Ａ型及び指定就労継続支援Ｂ型の利用者は除くものであること。

（二）通勤者生活支援加算を算定する事業所においては、主として日中の時間帯において、勤務先その他の関係機関との調整及びこれに伴う利用者に対する相談援助を行うものとする。
○ 福祉・介護職員処遇改善加算

イ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅰ)

・指定共同生活援助事業所の場合
１から８まで（1の2、1の2の2、1の3及び1の5の2を除く。）により算定した単位数の1000分の86に相当する単位数
・日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合
１の２から７まで（1の2の2、1の3、1の5及び1の8のイを除く。）により算定した単位数の1000分の86に相当する単位数
ロ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅱ)

・指定共同生活援助事業所の場合
１から８まで（1の2、1の2の2、1の3及び1の5の2を除く。）により算定した単位数の1000分の63に相当する単位数
・日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合
１の２から７まで（1の2の2、1の3、1の5及び1の8のイを除く。）により算定した単位数の1000分の63に相当する単位数
ハ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅲ)
・指定共同生活援助事業所の場合
１から８まで（1の2、1の2の2、1の3及び1の5の2を除く。）により算定した単位数の1000分の35に相当する単位数
・日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合
１の２から７まで（1の2の2、1の3、1の5及び1の8のイを除く。）により算定した単位数の1000分の35に相当する単位数

	平18厚告523
別表第15の8の注

平18厚告523
別表第15の9の注




	主  眼  事　項
	着　　　　　　　眼　　　　　　　点
	自 己 評 価

	９ 福祉・介護職員処遇改善加算
１０　福祉・介護職員処遇改善特別加算
(令和３年度廃止)

１１ 福祉・介護職員等特定処遇改善加算

	注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合している福祉・介護職員を中心とした従業者の賃金の改善等を実施しているものとして市長に届け出た指定共同生活援助事業所等が、利用者に対し、指定共同生活援助等を行った場合に、「チェックポイント」欄に掲げる単位数を所定単位数数に加算しているか。
※福祉・介護職員処遇改善特別加算については廃止。ただし、令和３年３月末時点で同加算を算定している事業所については、１年間の経過措置期間を設ける。
注  別に厚生労働大臣が定める基準に適合している福祉・介護職員を中心とした従業者の賃金の改善等を実施しているものとして市長に届け出た指定共同生活援助事業所等が、利用者に対し、指定共同生活援助等を行った場合に、「チェックポイント」に掲げる単位数を所定単位数に加算しているか。

	いる・いない

いる・いない

該当・非該当
いる・いない




	チ ェ ッ ク ポ イ ン ト
	根 拠 法 令

	ニ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅳ)

ハにより算定した単位数の100分の90に相当する単位数
（令和３年度から廃止、経過措置あり）
ホ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅴ)

ハにより算定した単位数の100分の80に相当する単位数
（令和３年度から廃止、経過措置あり）
○ 福祉・介護職員処遇改善特別加算
・ 指定共同生活援助事業所の場合　
１から８まで（1の2、1の2の2、1の3及び1の5の2を除く。）により算
定した単位数の1000分の10に相当する単位数
     ・ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合

１の２から７まで（1の2の2、1の3、1の5及び1の8のイを除く。）により算定した単位数の1000分の10に相当する単位数
○福祉・介護職員処遇改善特別加算

福祉・介護職員処遇改善特別加算の内容については、別途通知（「福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員処遇改善特別加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（平成31年3月26日付け障障発0326 第2号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知））を参照すること。
　（令和３年度から廃止、経過措置あり）
○ 福祉・介護職員等特定処遇改善加算

イ　福祉・介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ)
　・ 指定共同生活援助事業所の場合　

１から８まで（1の2、1の2の2、1の3及び1の5の2を除く。）により
算定した単位数の1000分の19に相当する単位数
　　　・ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合　
１の２から７まで（1の2の2、1の3、1の5及び1の8のイを除く。）に
より算定した単位数の1000分の19に相当する単位数
ロ　福祉・介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ)
　・指定共同生活援助事業所の場合　
１から８まで（1の2、1の2の2、1の3及び1の5の2を除く。）により
算定した単位数の1000分の16に相当する単位数
　・ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合　
１の２から７まで（1の2の2、1の3、1の5及び1の8のイを除く。）によ
り算定した単位数の1000分の16に相当する単位数
	平18厚告523
別表第15の10の注




（参考）　主な根拠法令等

	区分
	略　　号
	法　　　　令　　　　等　　　　名

	法
	法
	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年11月7日，法律第123号）

	政令
	施行令
	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成18年1月25日，政令第10号）

	省令
	施行規則
	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成18年2月28日，厚生労働省令第19号）

	
	平18厚令171
	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準（平成18年9月29日，厚生労働省令第171号）

	告示
	平18厚告523
	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年9月29日，厚生労働省告示第523号）

	
	平18厚告539
	厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成18年9月29日，厚生労働省告示第539号）

	
	平18厚告543
	厚生労働大臣が定める基準（平成18年9月29日，厚生労働省告示第543号）

	
	平18厚告544
	指定障害福祉サービスの提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大臣が定めるもの等（平成18年9月29日，厚生労働省告示第544号）

	
	平18厚告551
	厚生労働大臣が定める施設基準（平成18年9月29日，厚生労働省告示第551号）

	
	平18厚告556
	厚生労働大臣が定める者（平成18年9月29日，厚生労働省告示第556号）

	通知等
	平18障発第1206001号
	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準について（平成18年12月6日，障発第1206001号）

	
	平18障発第1206002号
	障害福祉サービス等における日常生活に要する費用の取扱いについて（平成18年12月6日，障発第1206002号）

	
	平18障発第1031001号
	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について（平成18年1月31日，障発第1031001号）

	
	平17障発第1020001号
	障害者（児）施設における虐待の防止について（平成17年1月2日，障発第1020001号）

	
	　
	福祉サービスにおける危機管理（リスクマネジメント）に関する取り組み指針（平成14年３月28日，福祉サービスにおける危機管理に関する検討会）
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